
  

 

 

 

学校部活動の地域連携及び地域移行（地域展開）について 

 

令和５年７月に策定した「学校部活動の地域連携及び地域クラブ活動への移行に向け

た推進計画」に基づき、今年度までの改革推進期間における公立中学校等の学校部活動

の地域連携・地域クラブ活動への移行状況を把握するため、地域移行に関する状況調査

を実施した。 

 

 

 

 

 

１．学校部活動の地域連携・地域クラブ活動への移行に取り組む市町村の推移 

（１）地域連携に取り組んでいる市町村    80％（28 市町村）※ 

＜R6 91％(32 市町村)・R5 94％(33 市町村)＞ 

※減少の理由は、地域連携を終え、地域移行に移行したため 

（２）地域移行に取り組んでいる市町村    69％（24 市町村）※ 

＜R6 43％(15 市町村)・R5 43％(15 市町村)＞ 

※市町村の中の、１つの学校、１つの部活動でも実施した場合は、取り組んでいると集計 

（３）推進計画等の策定について 

作成済み・今年度中に策定予定    49％(17 市町村) 

＜R6 37％(13 市町村)、R5 23％(8 市町村)＞ 
（４）協議会や検討委員会等の設置について 

 設置済み・今年度末までに設置予定 66％(23 市町村) 

＜R6 54％(19 市町村)、R5 54％(19 市町村)＞ 

 

２．学校部活動の地域クラブ活動への移行に取り組む学校数及び部活動数 

（１）地域連携について 

 Ｒ７年度 Ｒ６年度 Ｒ５年度 

部活動指導員が 

部活動を行っている 

学校数 ９３（61％）  ９７（63％） ８８（57％） 

運動部数 ２５３（14％）  １９２（10％） １５４（ 9％） 

文化部数 １６（ 5％）   １３（ 4％） １１（ 3％） 

外部指導者が 

部活動を行っている 

学校数 １１４（75％）  １２５（82％） １２７（82％） 

運動部数 ４０４（23％）  ３４０（18％） ３００（17％） 

文化部数 ２９（ 9％）   １７（ 5％） １７（ 5％） 

地域移行を目指した体制整備と

して「合同部活動」を行っている 

運動部数 ４４（2.4％）  ３１(1.7％） ４（0.3％） 

文化部数 ３（0.9％）   ３（0.3％）   ０ 

地域移行を目指した体制整備とし

て「拠点校部活動」を行っている 

運動部数 １０（0.6％） ６（0.3％）   ２（0.1％） 

文化部数 ０      ０   ０  

【令和７年９月１日時点の状況】 

調査対象：35 市町村地域移行部局（教育委員会、スポーツ・文化部局等）及び学校 

     ＜公立中学校数 153 校 運動部活動数 1,799 部 文化部活動数 343 部＞ 

令和８年２月 12 日 
群馬県教育委員会 
群馬県地域創生部 
電話 027-226-4711 



（２）地域移行について 

 Ｒ７年度 Ｒ６年度 Ｒ５年度 

休日に 

地域移行を行っている 

学校数 ９８（64％）  ５９（38％） ２８（18％） 

運動部数 ２９４（16％） １１３（ 6％）  ３８（ 2％） 

文化部数 ８（ 2％）  ３（ 1％）  ４（ 1％） 

平日に 

地域移行を行っている 

学校数 ７５（49％）  １０（ 7％）  

運動部数 １３３（ 7％） １１（0.6％）  

文化部数 ０      ３（ 1％）  

※R5,R6 年度は、市町村の担当者が回答したが、R7 年度の下線箇所は、直接学校が回答した結果 

※R5 年度は、平日の調査を行っていない 

（３）部活動としては学校にないが、地域移行（試験的な実施も可）を行っている団体数 

    休日： スポーツ団体数３２ ・ 文化団体数２ 

    平日： スポーツ団体数２１ ・ 文化団体数０ 

（４）市町村独自の取組 

   ◇第２・４土日を部活動休止日とし、様々な体験活動や地域クラブ活動を実施 

 ◇市単独で部活動指導員と部活動体育実技指導協力者を配置 

 ◇市教委が主体となり、地域団体から指導者を招き地域クラブ活動を実施 

 ◇部活動指導員の配置を積極的に行い、地域移行につなげている 

 ◇合同部活動を実施  など 

（５）地域移行の完了の期日について（35 市町村の状況(R7.9 月時点)） 

    

 

 

 

 

 

 

 
３．課題について  

部活動の地域移行に関する課題について（35 市町村(複数選択可)） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．今後の県の取組について 

  ◇県の具体的な方針となる推進計画の策定 

◇国の新しいガイドラインに基づき、地域クラブ活動の円滑な実施に向けた事業を 

行う市町村の取組に対しての補助 

◇市町村に対して伴走支援を強化 
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